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25年度 26年度 27年度 1,443 1,443

1 総
地域教育懇談
会に係る事務

教育の現状と市
民ニーズの把握
情報の共有化と
相互理解を深め
る

市民

定
例
定
型

地域教育懇談会
の開催回数

１０回 １０回 １０回 44 ６回 Ｃ

目標の開催回数には達し
なかったものの、子ども
に関わる幅広いテーマに
よる情報提供と意見交換
を行うことができた。

1
地域教育懇談
会に係る事務

教育の現状と市
民ニーズの把握

教育委員会主
催の地域教育
懇談会の開催
回数

年１０回
年５回 44

業
務
計
画

1
地域教育懇談
会に係る事務

教育の現状と市
民ニーズの把握

要請による地
域教育懇談会
の開催回数

年２回
年１回

業
務
計
画

2 総
教育施策の企
画調整

教育推進部内の
重要事業の推
進、事務能率の
増進

市民

定
例
定
型

教育推進部内会
議等の開催

１２回 １２回 １２回 80 １８回 Ａ
教育推進部内会議等を開
催し、意見交換を行うと
ともに、部内の情報共有
を図ることができた。

2
教育施策の企
画調整

庁内横断的事業
の調整回数

会議回数 年４回 年４回

2
教育施策の企
画調整

教育基本計画講
演会の開催

講演会開催回
数

年２回 年３回 80

2
教育施策の企
画調整

教育推進部内会
議の開催

開催回数 年１２回 年１２回

2
教育施策の企
画調整

部内の課題検討
に係る会議の開
催

開催回数 年１２回 年６回

3 総
教育基本計画
の推進

教育行政を効率
的・効果的に展
開し、改善につ
なげる。

保護者
及び
教育関
係者

政
策
教育委員会の点
検・評価の作成

８月 ８月 ８月 986 ８月 Ａ

教育委員会の点検・評価
において、自己評価を行
い、審議会からの外部評
価として知見をいただ
き、事務の改善に活用す
るため各課に周知した。

課かい名

施策目標

教育政策課

教育理念を実現する政策を推進する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動



業務棚卸評価シート

（右側）
2/12

1 総
地域教育懇談
会に係る事務

1
地域教育懇談
会に係る事務

1
地域教育懇談
会に係る事務

2 総
教育施策の企
画調整

2
教育施策の企
画調整

2
教育施策の企
画調整

2
教育施策の企
画調整

2
教育施策の企
画調整

3 総
教育基本計画
の推進

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

3,330 3,330

0.6 74

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

教育の現状と市
民ニーズの把握

教育委員会主
催の地域教育
懇談会の開催
回数

年１０回
74

業
務
計
画

なし
維
持

教育の現状と市
民ニーズの把握

要請による地
域教育懇談会
の開催回数

年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.17 180 なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

庁内横断的事業
の調整回数

会議回数 年２回 70
維
持

教育基本計画講
演会の開催

講演会開催回
数

年２回 110
維
持

教育推進部内会
議の開催

開催回数 年１２回

予
算
な
し

部内の課題検討
に係る会議の開
催

開催回数 年１２回

予
算
な
し

0.48 2,722

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

教育政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性
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25年度 26年度 27年度 1,443 1,443

課かい名

施策目標

教育政策課

教育理念を実現する政策を推進する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

3
教育基本計画
の推進

教育基本計画審
議会の開催

審議会開催回
数

年７回 年７回 846

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進

知見を活用した
評価の実施

知見を活用し
た評価に附す
る政策数

３政策 ３政策 70

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進

教育委員会事務
局の事務事業評
価

事務事業評価
の回数

年１回 年１回

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進

知見を活用した
評価の実施

知見を活用し
た評価に附す
る施策数

９施策 ９政策

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進

教育委員会の事
務の評価と公表

評価結果の議
会への報告

８月 ８月

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進

点検評価の市民
等への周知

周知回数 年８回 年８回

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進

中間評価及び教
育基本計画改訂
案作成

教育基本計画
審議会からの
答申

９月 ９月 70

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進

教育基本計画改
訂版の公表

教育基本計画
改訂版の議会
への報告及び
公表

３月 ３月

業
務
計
画

3
教育基本計画
の推進
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3
教育基本計画
の推進

3,330 3,330

教育政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

教育基本計画審
議会の開催

審議会開催回
数

年４回 752

業
務
計
画

維
持

知見を活用した
評価の実施

審議会から知
見をいただく
政策数

３政策 70

業
務
計
画

維
持

教育委員会事務
局の事務事業評
価

事務事業評価
の回数

年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

知見を活用した
評価の実施

知見を活用し
た評価に附す
る施策数

９施策

業
務
計
画

予
算
な
し

教育委員会の事
務の評価と公表

評価結果の議
会への報告

８月

業
務
計
画

予
算
な
し

点検評価の市民
等への周知

周知回数 年８回

業
務
計
画

予
算
な
し

予
算
な
し

予
算
な
し

教育基本計画改
訂版の冊子作成

作成時期 ３月 1,900

業
務
計
画

減
ら
す
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25年度 26年度 27年度 1,443 1,443

課かい名

施策目標

教育政策課

教育理念を実現する政策を推進する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

4 総
学校規模の適
正化

学校規模の適正
化

児童・
生徒

定
例
定
型

学校の保有教室
数調査

１回 １回 １回 １回 Ａ

教室数が逼迫する小・中
学校において、保有教室
の調査を行い、教育施設
課等と情報共有を図っ
た。

4
学校規模の適
正化

小学校・中学校
の規模の適正化
等に関する報告
書の作成

報告書の作成
時期

１０月 １０月

4
学校規模の適
正化

保護者説明会の
開催

保護者説明会
の開催数

年２回 年４回

業
務
計
画

4
学校規模の適
正化

規模適正化等に
関する基本方針
の見直し検討

規模適正化等
に関する基本
方針の見直し
（素案）検討

３月 ３月

業
務
計
画

5 総
学齢児童・生
徒の推計

学齢児童・生徒
の推計

未就学
児・児
童・生
徒

定
例
定
型

児童・生徒数推
計の実施

１回 １回 １回 １回 Ａ
児童・生徒数推計を実施
し、規模適正化事務に活
用した。

5
学齢児童・生
徒の推計

児童・生徒数推
計

児童・生徒数
推計時期

26年6月 ２６年６月

業
務
計
画

5
学齢児童・生
徒の推計

特定開発事業の
情報把握

特定開発事業
の情報把握

随時 随時

業
務
計
画

6 総
教育施設整備
計画の総合調
整

教育委員会所管
に係る教育施設
整備計画の総合
調整

市民

定
例
定
型

調整の必要があ
る施設

２件 ２件 ２件 ２件 Ａ

（仮称）小出第二小学校
用地及び海岸青少年会館
立て替えについて、各課
かいと打ち合わせを行っ
た。

6
教育施設整備
計画の総合調
整

（仮）小出第二
小用地活用に係
る藤沢市への状
況報告

報告回数 １回 １回
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

4 総
学校規模の適
正化

4
学校規模の適
正化

4
学校規模の適
正化

4
学校規模の適
正化

5 総
学齢児童・生
徒の推計

5
学齢児童・生
徒の推計

5
学齢児童・生
徒の推計

6 総
教育施設整備
計画の総合調
整

6
教育施設整備
計画の総合調
整

3,330 3,330

教育政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.45

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

小学校・中学校
の規模の適正化
等に関する教室
数調査報告書の
作成

報告書の作成
時期

１０月

業
務
計
画

予
算
な
し

保護者説明会の
開催

保護者説明会
の開催数

年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

規模適正化等に
関する基本方針
の見直し検討

規模適正化等
に関する基本
方針の見直し
（素案）作成

３月

業
務
計
画

予
算
な
し

0.31

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

児童・生徒数推
計

児童・生徒数
推計時期

27年6月

業
務
計
画

予
算
な
し

特定開発事業の
情報把握

特定開発事業
の情報把握

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

0.16 なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

（仮）小出第二
小用地活用に係
る藤沢市への状
況報告

報告回数 １回

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 1,443 1,443

課かい名

施策目標

教育政策課

教育理念を実現する政策を推進する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

6
教育施設整備
計画の総合調
整

（仮）小出第二
小用地の活用策
の調整

調整に関する
会議

２回 ２回

6
教育施設整備
計画の総合調
整

海岸青少年会館
建替に関する調
整

打ち合わせ回
数

５回 ５回

7 総
家庭教育応援
プログラム推
進事務

家庭教育支援に
関するプログラ
ムの体系的な施
策の展開につな
げる。

市民

定
例
定
型

家庭教育応援プ
ログラム推進の
ための会議開催
数

２回 ２回 ２回 ２回 Ａ

プロジェクトチームによ
る会議を開催し、市民へ
の情報提供の方法等につ
いてあらためて協議し、
次年度当初から開始でき
るようにした。

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

家庭教育応援プ
ログラム推進の
ための会議開催

会議開催数 年４回 年２回

業
務
計
画

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

プロジェクト
チーム会議の開
催

会議開催数 年３回 年２回

業
務
計
画

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

家庭教育支援事
業に関する報告
書の作成

家庭教育支援
事業に関する
報告書の作成

８月 ２月

業
務
計
画

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

家庭教育支援に
関する考え方の
研修会開催

研修会開催 年１回 １回

業
務
計
画

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務



業務棚卸評価シート

（右側）
8/12

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

6
教育施設整備
計画の総合調
整

6
教育施設整備
計画の総合調
整

7 総
家庭教育応援
プログラム推
進事務

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

7
家庭教育応援
プログラム推
進事務

3,330 3,330

教育政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

（仮）小出第二
小用地の活用策
の調整

調整に関する
会議

２回

予
算
な
し

海岸青少年会館
建替に関する調
整

打ち合わせ回
数

３回

予
算
な
し

0.4 なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

家庭教育応援プ
ログラム推進の
ための会議開催

会議開催数 年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

プロジェクト
チーム会議の開
催

会議開催数 年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

家庭教育支援事
業に関する報告
書の作成

家庭教育支援
事業に関する
報告書の作成

８月

業
務
計
画

予
算
な
し

業
務
計
画

予
算
な
し

家庭教育支援事
業に関する情報
提供

市民向け情報
紙作成

年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

家庭教育応援プ
ログラムのデー
タ検証

検証結果報告
作成

２月

業
務
計
画

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
9/12

25年度 26年度 27年度 1,443 1,443

課かい名

施策目標

教育政策課

教育理念を実現する政策を推進する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

8 総
教育委員会内
共通事務

教育委員会で使
用する複写機の
保守管理を行
う。

教育委
員会事
務局職
員

定
例
定
型

227

8
教育委員会内
共通事務

複写機の保守管
理

保守管理回数
１回／３ヶ
月

１回/３ヶ
月

227

8
教育委員会内
共通事務

教育委員会内事
務の調整

教育委員会内
会議の開催

2回

9 総
教育基本計画
第３次実施計
画の策定

教育基本計画の
基本理等を達成
するため、具体
的な事業を位置
づけた実施計画
を策定する

教育委
員会事
務局職
員
市民

定
例
定
型

第3次実施計画策
定

３月末まで

9
教育基本計画
第３次実施計
画の策定

9
教育基本計画
第３次実施計
画の策定

10 総
教育活動啓発
事業

地域の教育力の
向上

市民

定
例
定
型

啓発活動の実施
回数

５回 ７回 ７回 ７回 Ａ

地域教育懇談会、講演
会、レインボーフェス
ティバルの会場において
パネル展を開催し、教育
委員会の取り組みについ
て周知を図った。

10
教育活動啓発
事業

啓発活動 実施回数 年７回 年７回



業務棚卸評価シート

（右側）
10/12

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

8 総
教育委員会内
共通事務

8
教育委員会内
共通事務

8
教育委員会内
共通事務

9 総
教育基本計画
第３次実施計
画の策定

9
教育基本計画
第３次実施計
画の策定

9
教育基本計画
第３次実施計
画の策定

10 総
教育活動啓発
事業

10
教育活動啓発
事業

3,330 3,330

教育政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.08 243

複写機の保守管
理

保守管理回数
１回／３ヶ
月

243

教育委員会内事
務の調整

教育委員会内
会議の開催

2回

0.37

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

第3次実施計画の
策定

公表時期 ３月

業
務
計
画

予
算
な
し

パブリックコメ
ントの実施

実施回数 １回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.33 なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

啓発活動 実施回数 年７回

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
11/12

25年度 26年度 27年度 1,443 1,443

課かい名

施策目標

教育政策課

教育理念を実現する政策を推進する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う
諸現象による同
時多発的災害が
発生した場合
に、被害を軽減
し、応急対策活
動を課として迅
速的確に対処す
る。

全市民

定
例
定
型

888
災害応急対策
活動

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年４月
２６年４
月・１０月

888
災害応急対策
活動

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年４月 ２６年４月

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

１回 １回

888
災害応急対策
活動

統括調整部総括
情報班の応急対
策活動の習熟

統括調整部総
括情報班での
訓練・研修等
の実施

９回 ４回

888 総 庁内共通事務 106 106

999 総 部内共通事務



業務棚卸評価シート

（右側）
12/12

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

888 総
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888 総 庁内共通事務

999 総 部内共通事務

3,330 3,330

教育政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.09

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２７年４月

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年４月

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

統括調整部総括
情報班の応急対
策活動の習熟

統括調整部総
括情報班での
訓練・研修等
の実施

９回

0.17 111 111

0.37


